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国際企業の経営組織とその戦略
小　原　三　佑　嘉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ）　国際企業（Int・matiOnaI　cOfpOrati㎝）は，いまやその強大た戦略的経営組
織を動かして挑戦的ともみられる積極的た海外進串を行た一うことにより，世
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）界経済の発展に大きた貢献を果してきた国際貿易の時代から，生産の国際化
（IntematiOna1i脇tion　Of　producti㎝）とよばれるいわゆる国際生産の新しい
時代をつくろうとしている。最近，米国で急速に発達してきた新しい国際貿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）易理論としてのR＆D（R・se鉗。h　and　Deve10pm・nt）理論が技術革新の時
代にふさわしい国際投資理論としての新経済学説を展開しょうと試みている
のがその証左であろう。
　この新しい発展は，国際問で貿易や関税の諸障害が多く存在しているため
に国際企業をして一層直接投資を含む資本の自由化や生産の国際化を必要な
らしめているといっても過言ではたい。このようた国際企業の経営活動が現
（1）最近，国際企業を一般的に表現する言葉として使用されているものに，intematiom一，．mu一
　丑tin丑tioml，tr舳smtiom1，supemationalの語をつけた　corpo醐tion（comp舳y）があるが，
　現在それらを明確に区別して使用しているかといえば，必ずしもそうではなく，国際的にも正
　確な定義は存在していたい。Ri・h趾d　Robinson教授によれば，三ntematiom；corpomtion
　とは，国際的た経営活動を基本方針にし，各事業部の政策目的がその戦略として海外市場に進出
　することにあって，終局白勺には海外に直接投資を行なうことにある。mu－tinat王。ml　corpomtion
　は，組織と政策面で，国内と対外取引を同じように重要視し，目的達成のためには国境を無視
　してその企業の資金を配分する経営政策をとり，すべて本社の所有と意思決定により事業活動
　を行政う。tf舳snational・orpo閉tionの場合は，国籍を異にする者により所有と経営が行肢
　われることにたるので，その意思決定も一国に集中化されたい。supomatiom1corpomtion
　は，t蝸n昌n日t三〇mlではあるが，法律的には国籍がたく，多数国問条約により設立されて国際
機関に対して，登録を行ない，支配をうけ，税金を支払うような企業をいうとたっている。
（2）生産の国際化とは，世界的規模での資源の最適配分をもたら」し，究極的には生産，賃金，
　金利，R＆Dを世界的に平準化することをい㌔
（票）谷口重吉rR＆D理論」神戸商大論集21巻1・2号に詳しく述べられてい乱
（35）
在の世界経済に大きな影響を与えているにもかかわらず，その研究は緒につ
いたばかりで，その現象に対して；約10年のおくれを示しているといわれてい
る。
　したがって，出際的な経営組織をもった企業の海外進出活動は，最近資本
の輸入国はもちろんのこと，その輸出国においても指導者達の悩みの種をま
くようになり，それだけにそれを研究する学者の好奇心をいやが上にも高ま
らせているようである。というのは，国際企業の経営活動は，技術，市場，
金融，人事などの諸問題をはじめ，た一えず変動する各国の関税や対外政策に
影響されることが多いため，これらに対処する経営方針を企画したければた
らない経営者の創意工夫如何んに大いに左右されるからである。
　このような企業の経営方針というものはたえず発展的に変化し，容易に普
遍化したり，またはそれを企業経営の真理として受入れることはできたいが，
本稿では，一応その実体を明らかにするため，とく．にそれの海外進出動機と
その合理的とみられる経営組織について述べ，今後の，国際企業研究の素材
の一つにしたいと思㌔ここで素材と申上げたのは，現在わが国では，国際
企業そのもののアカデミク・アプローチが不足している上に，とくに問題の
経営組織の実体的分析については，案外資料が少ないので，本稿は，その素
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）材の資料として米国のエコノミストSidney　E．Ro1f・博士の最新のデーター
によることにしたO
I　国際企業の海外進出の動機
　国際企業が海外投資を行なう理由には，その代表的なも一のとしては，つぎ
の諸点をあげることができよう。
（4）1969年5月30日～6月7目までイスタンブールで開催される国際商業会議所総会の議題と
　してr国際企業の役割，権禾11および責任」が討議されることになっており，その際の基礎報告
考とし・てS・E・Ro：fe博士が選ばれた。筆者は，本年2月にS・Roエfe博士が国際企業の実
体調査のために訪日された際に直接意見の交換をする機会を得，同年4月始めに同博士から今
後の研究資料としセ示唆するところのデーターを入手したので，それをふえんして述べること
にした。
　　　　　　　　　　　　　　　（36）
　1）輸出の障害となっている関税障壁を回避するため
　2）海外の現地市場（I㏄a1market）において生産する方が効率的であるた
　　め
　3）　部品（compOnents）の製造は海外の現地市場でそれを行なった方が安
　　上りであるため
　4）　競争相手の企業が海外に積極的に進出して，同企業により将来性のあ
　　る海外市場が先に確保されたり，さらに安い供給先も確保されやしない
　　か，またはそのようなことにより逆に自分の国内市場を脅やかされやし
　　たいかという不安が強いため
　4）　市況の悪化からうける損失を避けるべく経営組織または地域の多角化
　　を進めるため
　5）　自社の技術援助先の玉icense・・が事業拡大のために必要な資本を求め
　　ているため
　以上のような理由は一般によくいわれていることであるが，大きく分けて，
海外投資には積極型（oHensive）と消極型（defensive）にわけることができよ
う。しかし，別にそれを明確に区別したければならないという必要はたい。
国際企業が海外で生産を始める基本的な動機は，丁度一般にみられる競争条
件のもとで利潤追求と事業拡大を目的としている各国の普通の企業の場合と
同じである。国内投資の場合と同様に，海外投資の機会（oppOtunity）も，合
理的た条件のもとで最適資本利益率（・n　optimum　r日te　Of正etum　On　caPitaI）
を高めることと，海外事業に伴たう危険を少なくするために，可能性のある
他の機会との間を比較して検討されなければならない・
　石油産業や資源開発産業（extractive｛ndustry）は，いわば国際的な企業で
ある。これらの企業は，当初から原油や鉱物資源の埋蔵されている土地で開
発を進める必要があったため，それだけに国際的な投資が要求されてきた。
すたわち，石油や金属を消費する先進諸国で行なう精製や流通機構のために
必要な資金，さらにパイプライーソ，鉄道または輸送のためにも資金が投下さ
　　　　　　　　　　　　　　　（37）
れていたのである。このように，垂直的結合（VertiCa1integratiOn）のメリッ
トを高めるために，これらの企業は，開発から流通にいたるまでのすべての
事業を所有していたのであった。
　製造企業もなかには国際的なものにたってきたものもあり，したがって国
際活動を行たうためにはいろいろな複雑な動機をもつようにたった。製造業
における積極型の戦略形態の好例は，国際企業が技術，知名度，資オ，ブラ
ンドさらに優秀た経営芦を含めた競争利益と，海外の豊富な労働力より得ら
れる利益とを結びつけた場合がそれである。こうすることにより，国際企業
による国際生産は，輸出の場合よりも多い利益を収めることが可能であり，
また純国内企業がその地で行なう製造による利益よりもさらに多くの収益を
あげることができる。この結びつきは；低金利の資本と低廉な労働力があっ
てはじめて行なわれるのであって，オランダのphi1ips杜や米国のFord柱
その他の有力企業が最近年利4％～5％の転換社債（c㎝v・・tib1e　Bond）によ
り資金の調達を行なっている。これは，優れた技術や低利の資本またはコス
トの安い労働力を利用できるこれらの国際企業だから可能なのである。フラ
ンスのPechiney杜が米国に進出したのも，すべての点で米国の企業よりも
優位にたっていたからである。
　技術のIicensingは直接投資（directi血uestment〉へと導く主要な原因にな
っている。高度の技術を有する企業は海外の製造業者に対して1iCen・eを与
えているが，たかには技術のIiCenSeより直接投資の方が有利であると計算
する企業が多く現われてきた。それ以外の企業は，その経営方針として，最
初は1iCenSeによる技術の提携関係から始まって，もし1iCenSeeの側におい
て急速た販売高の増加のために，追加資本が必要とたった場合，またそれと
逆に，1iCenSeeが資金不足や市場の喪失またはliCenSOrの評判を落すという
ようた事態をひきおこした場合には，．合弁方式かまたは乗取り　（take　over）
というやり方で直接投資にきりかえる方針をとっている。
　かつての企業の海外進出の動機は，水平的支配を目的とした動機（hOriZOn’S
　　　　　　　　　　　　　　　（38）
mOtiVe）により効果的た市場への浸透を意図することにあった。需要の増大
をはじめ，市場に接近したいという企業の願望，すたわち在庫品の早期供給，
現地の要求を満たす製品の生産，さもなければ効率的に現地参加するか，ま
たは通貨の追加コストの負担を避けたいたどの要求を満たすためには，海外
で生産設備を拡充する方が最善の方法であるというのが，その犬きた理由で
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）あった・あるドイツの化学会杜の社長の言によれば，米国における同会杜の
売上げの伸びが生産設備の拡充を毛だらしたと述べ，1966年にはその売上量
の85劣はその会社によって輸入されたが，1970年の初めまでには米国内の総・
売上高（大ざっぱに。いって1966年度の3倍）の75％～80％が米国で生産され
るようになるだろうと予想している。ここでいわんとしていることは，米国
で生産を行った方が労働コストの格差があっても，ドイツでの生産による規
模の経済（economy　of　sea1・）よりはるかに有利であるということを黙示し
ているのであろう。さらに運賃の節約や関税についても述べていたが，ここ
では割愛させていただく，
　しかし，関税の問題は海外投資を行なうための主要た消極的動機の対象と
たっている。はっきりしていることは，輸出促進の障害となる貿易や関税の
障壁からうける不利益を避けるために生産施設を現地にもちこむことである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）この点に関して，スエーデンの海外投資の研究によると，r海外で生産を行な
うスエーデンの企業進出一ﾍ，別にそれほど驚異的なものではたいが，ある国
の貿易管理制度の運用をきびしくする国が多かったから大いに促進される
よう一にたった。」と発表している。ところが，」この研究ではまた，関税障壁が
たい場合には，市場や原料資源，労働力の存在するところに産業プラ：ノドを
設置した方がより有利であると述べてい机だが，関税障壁を取り除いたと
しても，海外投資がなくたるとは限らたいし，ただその投資の流れの方向を
変えることにたるだけのことだろう。
（5）　Fin副nci副I　Times　o圭M主rchユ1．1969．
（6）一“S★edish　Busine宮s　Inve昌tment冨Ab正。邑d，”∫刑伽鮒ツ加8冊ε∂伽，1968，pp．79．
　　　　　　　　　　　　　　　（39）
　海外投資の第2の消極的動機は，競争会社の進出戦略の後を追うという点
にある。投資とい’､ものは，この競争動機により，市場から駆逐されたいよ
う対抗上，または生産もしくは供給先を確保するため行なわれるものであり，
それはまさに若千の国際企業がもつシステム的た考え方（かつての市場概念
に対立するもの）の反映であろう。
　サービス企業もまた消極的動機により対外投資を行なっている・・その理由
は，それらサービス企業のCuStOmerが海外進出しているからであって，商
業銀行や保険，広告，広報，経営コンサルタントだとの企業の海外投資は，
それら企業のCuStome正の後を追ったものである。
　消極的動機の変形であるとみられているものに企業の多角化（diVerSi丘Ca－
ti㎝）がある。国際企業は，世界の多くの市場で販売するためピ世界の各地
域で生産を行なうようにたれば，その株主が各地域に分散するという大きた
利益をもたらすことになる。ある欧州の電子工業会社の管理者の言によれば，
「1967年度におけるドイツでの売上高は減少したが，日本における売上高が
犬き二く伸びたため，わが杜の国際的た事業活動は全体として損をしたくてす
んだ。」　と述懐している。このこと・は，たとえば，カナダの重機械メーカー
が米国のテトロイドで起ったストライキにより製造に必要な部品の不足をき
たした場合でも，組立てをフランスで，そしてその製品の販売市場を北米と
している英国の下請工場から，別に何の苦労もたくその不足した部品を入手
することが亡きる・このように，国際企業は，その経営活動を地域的に多角
化することによって，景気の変動または供給源に不安が生じても自分の身の
安全を図ろうとする。
　低開発諸国（deVθIOping・ountrieS）への投資の場合でも，その多くの動機
はすでに述べた諸点と大きな差異はないが，ただその特殊た動機として異な
るところは，h・st・ountryからの強い要請（説得や圧ヵをかけてまで）に斗
り外資導入を歓迎していている点であり，これを称して（cOmpulsiv・invest－
ment）とよばれている。また，hOst　comtエyとなる低開発諸国がこれらの
　　　　　　　　　　　　　　　（40）
投資を保護するために関税g障壁を設けている場合もしばしばみられる。低
開発国が外資導入を歓迎する理串としては，輸入代替産業（1o・al　production
as　a　substitute）として，また工業化計画（industri割1ization　p］繧ns）の一環と
して，自国産業による生産を行ないたいからであ乱これは，白国市場が狭
隆でしかも産業自体が手厚く保護されたければ成り立たたい国において，と
くに発生してくる問題である。この問題はまた，現地生産が不可能である高
級部品のための追加投資を必要ならしめる結果にたることが多い。。
　海外投資を行なうための深遠な動機または，妥当な必須条件は，産業組織
論（theoエyofindustrialorg盆nizatiOn）に関係する問題であって，この理論
によると，どの企業が技術面（より進んだ製品系列など）において，またテ
クノストラクチアー（経営や技術の能力などを含めて）において，または資
本の動員力において，いずれかまたそのすべてに比較優位性　（comparative
adVantage）を有しているかが確かめられなければたらたい。
　現在までは，この産業組織論についての研究はほとんどたされていない。
確かに，第2次世界大戦後の欧州に対する米国の投資はある分野においては・
技術的優位に立ったことを実証した。フランスのS・mn－Schr・iberはこれ
　　　　　　　　　　（7）を称して，ミ組織の技術。（the　art　of　orgmi・ing）の差であると述べている。
しかし，国際投資が世界的に交流しているところからみれば，米国のみがす
べての点において技術的優位にたち，または優れたテクノストラクチアーを
有しているとはいえない。
　資本動員力の優位が海外投資に必要た要因であるという議論は最近考え方
を変えてきた。かつての考え方は，米国企業の巨額の資金の流れという意味
から，米国の．海外投資を論じていた・この資金の流れとは，企業に対して借
入れ金や株式の発行よりも，明らかにコスートの安い資金を提供することにあ
ったといわれている。というのは，もし留保利益が海外に投資されたい場合
には，その利益は株主に対して特別配当（extra　dividends）として支払われた
（7）林信太郎訳rアメリカの挑戦」
（41）
ければたらたいだろうという議論が交されていた。ところが，ドル防衛のた
めのドル流出規制，公定歩合引上げ，預金準備率引上げなどの各種の資本統
計措置（民間の自主的，政府の行政的のいかんを間わず）が発表されてから
米国で行なわれている海外投資は，この留保利益を配当せよという理論を修
正してきた。
　米国の企業が欧州の資本市場から，また米国や欧州における現行の借入金
利より低利の転換社債を通じて，資金の調達を行なうことができるが，この
ようた資金コろトは確かに留保利益を利用するコストよりも高くつくのであ
る・しかし，この資金コストの問題は，米国の海外投資にとってはさほど重
要なことではたい。欧州における最近の資金移動が鈍化しているのは，一資金
不足よりもむしろ生産施設の過剰であるところにその原因がみられる。
　英米両国ともそれぞれ資本の輸出制限措置を講じているにもかかわらず，
依然として海外投資が続けられているのも，組織的た投資理論（the　Organi・
the0fy　of　investm・nt）に立脚しているからである。このことは，海外投資
の役割が新市場の開拓，技術革新，または新製品の開発においているのでは
なくて，現在投下している資本を保護するためにあるといえる。継続して海
外投資を行なわたいと，投下資本のストックが減少し，設備がちんぷ化しま
たは技術の能率が低下することにな札また海外投資を削減すると，現在稼
動している現地工場の設備能力が弱体化することにもなる・いい方を変える
　　　　　　　　（8）と，新投資の価値は，追加投資の行なわれたい場合の現存資本に対する利益
と，現存資本プラス新投資との間の差異を比較検討した上で判断されなけれ
ばならないということである。
皿　国際企業の権限の集中化
情報め伝達技術一（cOmmunication　t・・hnology）を発達させ，そして経営管
（8）　Cf・J．Ro1k　et31，“U．S．P正。duction　Abroad　and　the　U．S．Baiance　of　P日yments”
　（Natjo損提I皿dus位ja］Co血ference　Board，ユ966）P．132．
　　　　　　　　　　　　　　　（42）
理の範囲を拡大することが可能であるのは，国際企業だからである。かつそ
の企業はユつめ狭い地域の市場にしがみついていたが，今ではかたり広範囲
にわたる地域に生産設備を配置して，あらゆ一る方面にその活動範囲を拡大し
ていることがわかる。しかし，国際企業が進出した市場をみると，種々雑多
な市場のあることがわかる。問題は，それぞれの市場や国家の問にみられる
多様化に適合するための再分割（fragmen芭ati㎝）と，グローバルた経営シス
テムのもつ潜在的な能力から得られる利益の平準化（uni丘・atiOn）との間のバ
ランスを打ちやぶることである。
　国際企業の将来を予測する研究者達は，情報伝達技術がますます発達する
だろうとみてい私市場の諸条件もまた集中されるべきであると考えられて
いる。
　この平準化の著レい例をみると，E　E　Cのようだ先進地域における経済統
合（eCOnOmi・｛nte工g手・t1On）は里製品に対する需要を類似化し，消費と技術
の使用法をより平準化する方向に役立っている。
　国際企業の分野における製造部門では，一般通念によれば，権限の集中，
すたわち集権化（CentraliZation）の傾向が重要視されよ㌔最初の段階の国
際的な製造会社は，準独立的た子会社（quasi－1ndependent　subsidiary）とは
それほど緊密た結びつきではなかったといわれてい机程度の差はあるが，
その子会社は，それぞれ自社の金融市場で事業を行ない，自社で使用する部
品を購入し，製品系列（pfOduct　Iines）を計画し適応させ，さらに製品の販売
を行ない，ただ配当の送金だけが親会杜と強い結びつきをもっていた。このよ
うな連結的，複合分権的な組織形態（f・d・rativ・and　Po1ycentr三・patt・m）が
多くの企業のたかでみられた。しかしながら，今日的な考え方によれば，国
際企業における中央集権的な傾向は，とくに製造分野のたかにみられ，’情報
伝達の迅速化を含めた新しい情報技術（｛撮fo・m盆ti㎝teC㎞0109y）の発達によ
って強くなってきている・この傾向は，たとえば，ある部品（または資本も
しくは研究開発の成果）に関しての国際企業内の部門間の相互依存，生産物
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や品質管理および会計の標準化の要求についての相互依存関係の強化により，
必然的なものとなってきた。子会杜の多くは万能ではなく，ただ国際的な経
営システムに適合しているだけである。
　ハーバード大学のVemon教授は，同大学における世界企業に関する調査
から，最近の海外の子会杜の動向について論文を発表したが，そのなかで
r外国の子会社は，世界市場における共通の戦略の行動規準とフレイムワー
　　　　　　　　　　（9）クのたかで活動している。」　と述べ，かつての経営組織とはっきり区別して
いる。この新しい発展の事実がho・t・ount亡yに脅威を与えているようであ
ると述べている。
　Char1es　W1s㎝は，Uni1everの社史を通じて，経営の分権化（decentra－
liZatiOn）がUnil・Verにとって非常に重要な役割を果してきたことは事実で
あるが，しかし，1965年までのUni1everについてはつぎのように記録して
　（1O）
いる。
　r本社の企画部門は大いに拡充された。……とくにオートメーション化の
　ための技術進歩は集中化，専門化を必要としていた。もう1つの重要な活
　動はUni1・Ver一の製品の品質を世界市場に適合させるための担当者や委員
・会を任名したことである。Uni1everを単なる“ho1ding　cOmpmy”とよ
　ぶことは今日では適当ではたい。もしUni1eVerが他の競争会社と肩をだ
　らべて競争していくためには，本社の政策立案者は単なるガイド役となる
　のではたくて，命令者とたらたくてはたらたい・」
　このようた考え方は，なるほど過去20年ほどの製造業者においてはとくに
あてはまるのであるが，しかし，さらに検討していくと，そうばかりとはい
えたい・すたわち，集中化の将来は一般的なものに向かうものとは考えられ
たい・だろう・そこで，特殊た例を引用して，一般論を引出してみよ㌔
　まず，国際企業の最初の分野は，石油産業であって，これらの会社は今な
（g）　R．Vemon“Economic　Sove正eignty　at　Bay”Fo正eign　O脂i正s　Oct．1968．
（10）Ch趾1es・Wilson’s“History　of　Unilever”Vo！ume　III．
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お国際投資g最大の源泉であり・分権化とは逆の傾向を示している・簡単に
説明すると，Standard　Oiヱのニューヨーク本社の全従業員は，秘書や事務
員を含めて全世界の14万人の従業員の症かから，約1，000人に削減された。
同様に・S与en石油も本社の人員を減らした。本社で行なう意思決定の多く
は本社以外の子会社では人員が増加する傾向にあるにもかかわらず，本社の
人早が重度をはじめ削減される結果から分権化されるようになった。
　決定的た重要事項については，本社が自から権限を留保している。たとえば，
輸送管理や原油から最終製品にいたるまでの総合的管理としての流通戦略
（旦。gi呂tic）がその1例である。　トップ・マネージメントの選抜と配置，さら
にその業績評価なども本社の重要た機能である。ここ数年来，財務に関して
の現地の意思決定の範囲が大きくなった・本社の事前の承認がたくても，現
地g地域本部（・ubc・ntr・1units）は，一定額の資金調達とその運用ができるよ
うにたってきてい札承認をうけた経営政策の範囲内であれば，現地の子会
社でも石油精製，流通その他の投資に関して自からの意思決定を下すことが
できる。しかし，もレ子会社がたとえば製造関係において新しい試みをやろ
うとする場合には，本社の承認が必要である。そあ他すべての意思決定は現
地に委れねらてい机すなわち，マーケィテング，広告，現地の政府当局と
．の問題や法律問題の処理などはすでに以前から現地に権限が委譲されている。
　同じようたケースが煙草のようだ消費者指向型（c㎝sumer－orient・d　pf0－
du・ts）の商品についてもいえる。その場合の国際揮資は巨額たものであるが，
本社の権限は主としてアドバイスを与えることだけに限られていた。
　1950年以後の主要な国際企業の活動としての製造業の発展をみると，集権
化に関心が向けられており，その一部は上記に述べたとおりである・しかし，
実際の姿はもっと複雑であり，それが単なる集中的経営管理の方向に進んで
いるとはいえない。また経営管理の集中化は全盛時代を終え，今や再び分権
化の方向をたどっているといえるかもしれない。
　生産財（producers　goods）を取扱う製造企業の場合は，すでに述べた市場
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g再分割の影響をあまりうけていない。したがってこれらの分野においては，
生産高がほぼ同じ水準にもっていくように調整され一る傾向を示している。機
械の利用，すたわち資本装備率（capital　ratiOs　tO　labOr）の充当，工具や品
質管理の標準規格の採用およびこれらの原価計算の費目は，ここ数年間にわ
たって集中的組織に従かう傾向がでてきている。このことはまた，部品が各
方面で下請組立または完全組立の用途のために製造され，各地で販売される
ような形態の産業の場合についても，同じことがいえる。電子工業，自動車
やトラック，コンピューターおよび一部あ化学製品もこのパターンに従かう
傾向を示している。これらの産業においては，部品および資金の全体の流れ
さらに財務政策や本社からの研究開発（research2nd　deve工。pment）につい
ては，分権化を利用しだから集中的に統合せざるをえたいだろう・さらに，
これらの産業において，プーラントや設備におけるマーケィテング投資をはじ
め，その他必要な商品やサービスの購入，雇用や人事政策，資金調達の一部
および製品開発作業を含めた現地経営者の意思決定は，それぞれの最高効率
を達成するため現地の自由意思に委ねる必要があ糺
　製造業に拓けるより集権化された分野と石油または消費財のように比較的
分権化された分野との区別を特徴づけるとすれば，つぎの3点があげられよ
う。
　まず第1の特徴は，石油会社gように国際中に古い型の成長した企業にみ
られる。このため，石油会社は副次的な部門の開発に多くの年月を要し，現
地の経営者達を育成して，彼らに権限を分散しうるようにするためにも長い
時間をかけた。そこで，製品産業も，きびしい国睡競争の場においては石油
産業の場合と同じ準をたどらたいといいきることカ干てきたい。
　第2の特徴は，製品に対する研究開発の重要性であ私たとえば，高度の
研究を要する部品や競争の激しい部品（技術進歩の発展により競争会社に遅
れをとりやしないかとの不安の対照とたる部品）を必要とする製品を生産す
る企業は，そうでない部品や製品をつくっている企業よりもはるかに集権的
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経営管理を行なうのに適しているようである。石油や煙草のようだ産業にお
いては，研究開発費が比較的少なくてすむが，コンピューターのようだ場合
はその技術開発のために膨大た費用がかかるため，前者の分権化は容易に行
なわれうる。もしそうたら，すべての製造業は，コンピューターの利周を避
けることができないため，より集権化されたければたらないことにたる。
　この問題に関して，肥M会長Jacques　maisourougeは，コンピューター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）の場合でさえも，つぎのように大巾な分権化あ必要性を説いている。
　r輸送および伝達技術の革新が過度の集中化の危険をつくりだしている。
　それは情報の力が強くたってきたからである・集権化か分権化がについて
　多くの議論が行なわされているが，われわれの考え方をこの新しい概念に
　適合させる必要がある。多国籍会社を考ネる場合，それが完全に集権化す
．べきか，または完全に分権化すべきかは一概にいえたい問題である。集権
　化といってもいろいろの型があり，したがって多国籍会社の権限はそれぞ
　れの機能によりいろいろ異たらてくる。一般的にい。って，長期経営計画，
　財務，研究開発だとは経営の観点からだけではなく，世界的たデーターの
　インプットを基礎として集権化されるが，他方，販売サービス，人事，広
　報関係だとは分権化されるべきである。この新しい経営組織は，．1片の機
　構図で示される・ようたものではたく，つぎの3つの次元のたかで動くもの
　である。すたわち，この組織のなかで働く者は，今まで以上に多くのこと
　を学びかつ知ること，命令系統と情報とを区別すること，変化に対応する
　こと，などが要求される。」
　第3の特徴としてあげられるものは，企業が人問の組織である以上，個人
の能力である。だから，企業は，そのリーダーシップにより大きく左右され
るので，機械的た部門別の分け方はそれほど大きな問題ではたい。本社経営
者の許容力，現地人経営者の説得力や能力の如何んにより・権限の集中作の
（1工）Spe㏄h　by　Mr．J目。ques　Gl　M割i昌。nrouge　to　the　Americm　Chamber　of　Commerce
≡n　the　Netherlands，Jme5．1968．
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程度も変わるだる㌔より詳しくいえば，本社との協議の結果をどの程度意
思決定より優先させるか，または組織の原則をどの程度固執するかによって，
大いに左右される・現地経営者の権限は・たとえ現在は集権化に重点がやか
れていセも，製造業の場合といえども，やがては強化されていくものと考え
られる。
　一企業の部品相互間の依存関係如何んが合弁会杜を設立するかどうか，．ま
たは現地の子会杜に現地人を参加させるための株式発行を認めるかどうかの
態度を決定する重要な要因であるといわれてい机部品相互間の依存度の低
い企業やまたは集権化された責任体制の会社では，本社の権限が主としてア
ドバイスに限られ，原料の買付，製造，マーヶイテング軸よびその他基本的
な機能が主として現地で遂行されている・何故ならば，現地で消費が旺盛に
なり，そして現地の株式や合弁会社への参加が歓迎される傾向にあるからで
ある。清涼飲料水や煙草のようだ消費財産業は明らかにこのタイプに属して
いる。
　ところが，相互依存度の高い会社ではこの考え方に反対してい孔相互依
存関係にある会社のたかで現地に委譲した権限の範囲がどんたものであって
も，これらの会社は，たとえば前に述べた流通戦略のようだ本社機能に干渉
することになるかもしれたい意思決定を現地に与えるようたことはしたい。
このようた意味における相互依存性は，垂直的に結合された石油会社にみら
れる特徴で一あるといえる。
　もし現地の法律によりこれらの会社が株式資本または経営方針に現地人の
参加を強制されることにたれぱ，このような要求を強要する側の国家の利益
は結局は害たわれることにた．り，子会杜の成長率およびその国の経済に対し
てもよい影響を与えたいことになろう・すたわち，現地の株式参加をともなっ
た高い配当率は再投資率を低くすることにたろ㌔ho・tcountryの外貨収入
は，つぎの2つの方法で規制されるだろう。第1は，2つの親会社としての
出資会社への高率配当の送金は外貨の流出を招き，第2一は，合弁企業として
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の子会杜は輸出拠点としての100％子会杜の場合よりも歓迎されない。’
　以上，要約すると，集権化の問題に対する洞察は，世界の情報伝達技術シ
ステムの改善によワ国際企業の成長が促進され・かつ組織の形態（organiZa－
tional　pattem）の多様化が進められたことを示しているといってよい。集権
化された経営者や海外派遣要員は，殆んどの国際企業の場合においてはもは
やその経営組織の主たる特徴ではたくたってきた・権限の委譲は有能な現地
人の雇用と育成によって着々と進められてきた。研究開発計画，人事，原料，
工場施設および財務などの諸問題に関する経営者の意思決定は，総合的た経
営方針や要求事項を考慮した上で行なわれなければならない。
皿　国際企業の新戦略の発展
　以上に述べた権隈の集中化に関する」分析は，一般的にいって，世界のより
進んだ国際企業の場合についていえることである。しかし，多くの国で活動
している大多数の企業は，今だに世界市場戦略の初期の段階にあるといえ机
ここでは，初期の段階から高度に発達した国際企業の組織形態の発展段階に
いたるまでのいろいろた段階を検討してみよ一㌔
　企業が「国際的に海外進出する」の一は，単なる希望がそうさせているので
はなくて，義務としセ強く感じているからである。これらの企業は一r未来に
向って追い立てられている」ともいえる。国際企業はいろいろな理由で海外
進出を始めたが，その動機については，すでに述べたとおりである・この国
際的な活動については，初期の段階では，利点よりも弊害のみが云々されて
きた。
　市場進出や経営者行動の戦略は，その事実をみると，よくわかる。その戦
略の発展段階には，つぎの3つにわけられよう。
　まず第1段階では，国際企業が海外進出を行なう際の組織は，舞台で．いえ一
ば“・ide　show”のようなものであった。それは，一危険や資本の負担を軽く
するために合弁企業または現地の株式参加を求めることにあった。
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　第2段階になると，海外事業の比重が高まり，そしてその海外事業の組織
が次第に重要視されるようにたり，その時から国際企業の真の活動が始まる
のである。本社の国際事業活動の効果的た管理が開始され，次第に合弁企業
による方式から離れようとする。このような傾向に対応して，経営者達は徐
々に国際企業としての経営活動を管理しようという役割を演じ始める。
　第3の段階では，国際企業としての自己意識がたくなり，舞台にたとえて
いえば，その企業の行っている演技自体が予言を実現させている。すなわち一，
本社の機構はその規模を小さくして，分権化が重要た動機として再び集権化
におきかえられるよう一ﾉたってきた。’．国際企業は，現在まで国際的な経済関
係を築き上げてきたし，現地の経営者を通じて大巾に権限を分散化するため
の土壌をつくってきた。
　こうした発展をふりかえると，そこにはいくつかの重大た転機があった・
最近まで多くの企業は，本格的な国際企業を除いては，上記の第1段階にと
どまっていた。ただ“Sid・SbOW”のように考えられていた段階では，それ
を金融面からみれば，外貨獲得に関するr投機理論」（gambhg　tbeory）の
なかに説明を求めることができる。この仮説によると，国際企業は，人間が
競走レースで勝とうとしているのと同じように，外貨の獲得競争をやってい
るのである。強大た経営組織をもった傘業は直ぐ資本を動かしてやろうと安
易に考えがちである。一国際的た場に一おいては，どこでも利益をあげることが
できるのだということが案外忘れられている。しかし，このようた考え方は
いつも非難がつき・まとっていて，今日ではあま．り支持されていたい。
　国際企業が積極的または消極的た動機により海外進出する場合の組織の間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）題については，John　Stopfo正dがA1fred　Ch冒nd1erの著者を引用して，ま
ず最初のバタニソは小規模で創業する同族会社（fami且y　Ownership）の組織と
高じであり，これがやがて専門化（specializatiOn）に向かい，すたわち財務，
マーケイテング，生産等の諸部門に分化していく。さらに，。つぎの段階とし
（12）実業の日本社編r経営戦略と組織」
（50）
て，市場が飽和状態にたるかまたは国内企業の需要よりも多くの中間財（in－
termediate　gOodS）を生産しょうと考えて，製品系列の多様化が行なわれる。
しかし，この多様化を従来の職能的な組織（funct亘。n呂1s放ucture）によって
管理することは困難どたり，したがって製品の多様化は，従来の職能別専門
家（funCtiO1alSpeCia1｛St）よりもgener邑1managerを必要とするようになる。
そして会社は製品別事業部（prudu・t　diVi・三0n　S榊・t山e）へと移行して，つ
ぎの点を実施しようとする。すなわち，1）振替価格（娩n・fering　pエi・ing）の
問題がおこらないようた，したがって事業部相互間の製品の流れが少ない同
質的た製品事業部（hOmOgene・u・p工0duct　divisi・p）を設け，2）本社要員を
これら事業部に配置させ，3）戦略的計画（・t・atagic　p1・m呈ng）や流通戦略の
ために必要た本社の管理者をそこに送りこむようにたる。
海外事業がこのようた機構のなかに組みこまれると，その企業は，通常，国
内の製品別事業部と同じレづルの独立した利益責任単位（pr0｛it　c・nter）と
して国際事業部（intematiOnal　d三ViSiOn）を設けるようになる。海外製品が多
様化するにつれて，国際事業部は，国内において会社の機能別組織が直面し
たのと同じような問題にぶつかっている。国際的な資金調達やマーケィテン
グのスペシアうストたからといって，海外の多様化の問題を処理することは
できたい。振替価格の問題にたるとそあ理由が各種各様なので，とくに難し
くなってくる。海外事業部の経営者は国内にある製品別事業部。の注目の的に
たってきている。その結果，企業は国際事業部制から世界市場に責任をもつ
国際製品別事業部（int・m・tiOn・1prOduct　division）へと脱皮していく。
　この点に関して，ある欧州の電子工業会社の経営者は，「国際事業部をもっ
ているからといって，その会社がわれわれのいう国際企業としての資格を本
当に有しているかどうかは，甚はだ疑問である」と話している。
　J・StOpfOrd博士が国際事業都から製品別事業部へと移行した数を調べた
ところによると，海外製品の多様化率（総売上高に対する主力製品以外の売
上高の割合）が5劣な超える会社の場合には，製品別事業部への移行は強制
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的たものであった。
　もし会社が限られた製品系列でしか．も広範囲に地域的に分散して海外進出
する場合には，製品の多様化はそれほど重要ではなくなるが，しかし国際事
業部が大きくなるにつれて，海外部門の規模が大きく一 ｽることに対して，国
内部門担当の経営者の不安が高まり，それが国際事業部を解体しようとする
動きになる・ハーバードのFOuracre教授が米国企業の24杜について調べた
ところによれば，国際事業都が国内の最も大きな事業部の規模の80％㍗120
％になった場合には，いくつかの製品事業部に分割すべきであると・さえいわ
れている。
　また，世界市場への浸透の度合が大きいが，製品の多様化がそれほど行な
われていたい場合には，全然別の組織形態が生れる。Ess0石油にみられる
地域事業部（area　diV｛S㎝）の例がそれである。地域事業部をもった製品の多
様化の低い企業がその海外事業の多角化を始める場合，または製品別事業部
が非常に大型化した場合には，その企業は，製品別と地域別の複合ツステム
（grid　SyStem）に移行する。すなわち，r製品事業部と地域事業部は，双方一と
も全製品系列ならびに海外の全地域について二重の責任を有していることに
たる。」　のである。この種あ形態の組織では，両者の関係を簡単に説明する
ことは，困難であるが，Phi1ipsやPrOctor・nd　Gambl・一ﾌような最も成功
を収めた国際企業は，この種の組織のあり方に賛成しているようであ机
　組織形態におけるこのようた発展の原型は，多くの国際企業の組織選択の
態度と行動（0rganizatiOna1behavior）を説明する際に理論的なモデルとして
強調されるようになるかもしれない。だが，もちろんこれには例外もある。
たとえば，より進んだ組織形態から国際事業部組織へと逆もどりするケース
さえある。それがどの程度の独自の経営方針によるものか，あるいは経営組
織に関する＝流行の波・に左右されたものかは，興味ある問題であ乱した
がって，とのようた問題について，今後研究がますます盛んに行なわれるこ
とだろう。
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VI　国際企業の人事管理
　以上，国際企業のいろいろな経営組織について述べたが，不完全な組織を・
もつ企業でも非常によく活動しているという実例が極めて多い。何故なら，
組織を動かしているのは人間だからである。仮りに完全な組織によって成果
が収められたとしても，そこにはインフォーマルた組織が存在していること
を忘れてはならない。すなわち，g00d　man・gerのいないところには，海外
の現地や本社の如何んを間わずg00d　StruCtureやgOOd　managementはな
いからである。国際企業の人事問題には多くの問題が山積しているが，そこ
には結局，1）本社の要員を海外に派遣するカ㍉2）現地人を子会杜の経営に参
加させるか，3）現地人経営者を本社の首脳陣に登用するかの3つの重要た課
題がある。
　さ．らに，国際企業の経営活動が拡大すれば，人材登用について2つの問題
が提起される。まず第1に，人事交流が激しくなるにつれて，good　m呂mger
が盛んに海外に出たがる。したがって，能力の乏しいdOmeStiC　managerで
は難しい国際的な仕事をこたすことができたい。第2には，その企業組織の
たかで国際的な経営活動の役割が重要になってくると，それにたずさわって
きた人達を本社の高いポストに再登用する機会が多くだる。
　しかしながら，国際企業と現地大経営者の活用との関係や本社による現地
人経営者の抜擢は，これからの課題である。　ニュージランドの　Roderick
Deaneの調査によると，外国本社からニュージランドの関連合杜へ派遣され
たmamging　directorの比率は，37対30の割合で，100％子会社より現地側が過
半数の株を所有している会社の方が僅かではあるが少ないとし・う結果がでて
いる。このことは，本社の経営者が管理する子会社でさえ，現地のニュージ
ランド人は多くの場合自国の経営者より本社の経営者の方を歓迎しているこ
とを意味している。さらに，ニュージランドの経験の浅い経営者達は，経験
豊富た外国本社派遣の経営者のアイデアを好んで採用している。このアイデ
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アこそ，企業の将来の繁栄ある発展を促がすものだからであろう。
　最軍の米国の国際企業の150社を調査したところによれば，従業員21％は
外国人であるが，mamgerについては1．6％が外国人であるに過ぎない。米
国の経営者によれば，経営者の移動が固定化していることが問題であり，外
国人は一般に国際企業の親会杜の国よりも自国にとどまって働く方が満足に
思うているものとみている。
　しかし，これらの証拠はそれほど決定的なものではない。企業との面接調
査から得られた傾向をみると，今後も，経営者の能力を国際的た観点から継
続的に開発することと，企業のあらゆる部門における経営者の潜在的た能力
のより一層の活用がとくに本格的な国際企業によってますます進められてい
くことにたろう。このようた方向を，今後新しく出現する国際企業も同じく
たどることであろう。経営者の能力開発が重視される傾向と現地人経営者の
登用との結びつきは，分権化の進展をますます促進することになろう。何故
たら，海外でよく訓練され，実際に活躍している有能な人々が現地の組織を
より強力なものにしていくものとみられるからである。
　とくに今後の新しい国際企業にとって，残された重要た課題は，1つは世
界的た観点からする経営開発であり，もう1つは国籍の如何んを問わず，個
人の能力を中心に人材の活用を積極的に進めることであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（和和44年5月10日稿）
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